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老人保健施設ライフケアセンター名取 

指定短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）運営規程 

                       

（事業の目的と運営の方針） 

第１条 医療法人社団 洞口会が開設する老人保健施設ライフケアセンター名取が実施す

る指定短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）を提供し適正な運営を確保

するために、人員および運営に関する事項を定める。 

2 要介護状態（介護予防短期入所療養介護にあっては要支援状態）の利用者に対して、

心身の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理

由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るため、一時

的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療等

を指定短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）計画に基づき提供する。 

  3 入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立ってサービスの提供に努   

め、懇切丁寧を旨とし明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重

視した運営を行い、指定居宅支援事業者（介護予防支援事業者）、その他保健医療サ

ービスまたは福祉サービスを提供するものと密接な連帯に努めるとともに、関係市

町村とも連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

  4 サービス提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対して療養

上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行うとともに利用者の

同意を得て実施するよう努める。 

  5 利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドラインに

則り、当施設が得た利用者の個人情報については、当施設での介護サービスの提供

にかかる以外の利用は原則的に行わないものとし、外部への情報提供については、

必要に応じて利用者またはその代理人の了解を得ることとする。 

 

（名称及び所在地等） 

第２条 名称及び所在地等は次の通りとする。 

（１）名 称 老人保健施設ライフケアセンター名取 

（２）所在地 宮城県名取市増田字柳田８番地 

（３）開設年月日  平成８年４月２０日 

（４）管理者名  洞口 淳 

（５）介護保険指定番号    介護老人保健施設（０４５０７８００２８号） 

 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第３条 老人保健施設の職員の職種、員数、及び職務内容は次の通りとする。 

 （１）管理者              １名 

管理者は、介護老人保健施設に携わる従業者の総括管理、指導を行う。 

（２）医師               併設する診療所の医師が兼務する 

    医師は、入所者の病状に応じて、妥当適切に診療を行い、介護老人保健施設に携

わる職員の管理、指導を行う。 

（３）支援相談員            人員基準以上 
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  支援相談員は、入所者またはその家族からの相談に適切に応じるとともに、必要

な助言その他の援助を行う。 

（４）看護・介護職員          

    看護職員             人員基準以上 

介護職員             人員基準以上 

    看護・介護要員は、入所者の病状及び心身の状況に応じ、看護及び介護を提供す

る。 

（５）作業療法士・理学療法士及び言語聴覚士 人員基準以上 

    作業療法士・理学療法士及び言語聴覚士は、入所者の機能回復訓練を行う。 

（６）介護支援専門員          人員基準以上 

    介護支援専門員は、入所者の心身の状況等に応じて、施設サービスを利用できる  

ように市町村、居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整をする。 

また、利用者の施設サービス計画の原案をたてるとともに、要介護認定及び要

介護認定更新の申請手続きを行う。 

（７）管理栄養士または栄養士      人員基準以上 

  管理栄養士及び栄養士は、利用者の栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養

状態の管理を行う。 

 

（入所定員） 

第４条 短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）の利用定員数は、利用者が申込

みをしている当該日の介護保健施設サービスの定員数より実入所者数を差し引いた

数とする。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第５条 通常の送迎の実施地域は名取市内及び送迎可能な仙台市太白区、若林区、岩沼市

の一部とします。 

 

（サービスの内容） 

第６条 短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）サービスの内容は、要介護者対

して、心身の状況及び病状、環境に照らし、医学的管理の下における機能訓練その

他必要な医療等が必要であると認められる者を対象に提供する。 

2 サービスの提供にあたっては居宅サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下

における介護その他必要な医療並びに日常生活上の世話、また栄養管理をする。 

3 各種加算等については、料金表に掲載する。 

 

（利用者負担の額） 

第７条 保険給付の自己負担額を、別に定める料金表により支払いを受ける。 

2 利用料として、居住費・食費、入所者が選定する特別な室料及び特別な食事の費用、

日常生活品費(日用品費)（日常生活で通常必要となるものに係る費用）、教養娯楽費、

理美容代、行事費、私物の洗濯代、その他の費用等利用料を＜別表＞に掲載の料金

により支払いを受ける。 

3 当施設は、当施設のサービスを受ける利用者又は扶養者より同意を得たうえで、入

所時に保証金として、保険給付の自己負担額、居住費及び食費等利用料の合計２ケ
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月分相当額 50,000 円を預かる場合がある。 

4 「食費」及び「居住費」において、国が定める負担限度額段階（第１段階から３段

階まで）の利用者の自己負担額については、別途資料をご覧下さい。 

 

（身体の拘束等） 

第８条 当施設は、身体拘束廃止への基本指針を定め、原則として利用者に対し身体拘束

を廃止する。但し、当該入所者または他の入所者等の生命または身体を保護するた

め等緊急やむを得なく身体拘束を行う場合、当施設の医師等がその様態及び時間、

その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録する。 

 

２ 当施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、以下に掲げる事項を実施する。 

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の職員に周知徹底を図る。 

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（３） 介護職員その他の職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施する。 

 

（褥瘡対策等） 

第９条 当施設は、利用者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、褥

瘡が発生しないような適切な介護に努めるとともに、褥瘡対策指針を定め、その発

生を防止するための体制を整備する。 

 

（虐待の防止等） 

第 10 条 当施設は、入所者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下

に掲げる事項を実施する。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について職

員に周知徹底を図る。 

（２） 虐待防止のための指針を整備する。 

 

（衛生管理） 

第 11 条 入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的

な管理に務め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用具の管

理を適正に行う。 

2 感染症が発生し又はまん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための指針を定め、必要な措置を講ずるための体制を整備する。 

（１） 当施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

をおおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知

徹底を図る。 

（２） 当施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３） 当施設において、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止
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のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に

実施する。 

3  栄養士、管理栄養士、調理師等厨房勤務者は、毎月１回、検便を行わなければなら 

ない。 

4 定期的に、鼠族、昆虫の駆除を行う。 

 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第 12 条 当施設は、安全かつ適切に、質の高い介護・医療サービスを提供するために、事

故発生の防止のための指針を定め、介護・医療事故を防止するための体制を整備す

る。また、サービス提供等に事故が発生した場合、当施設は、利用者に対し必要な

措置を行う。 

2 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協力医

療機関、協力歯科医療機関又は他の専門的機関での診療を依頼する。 

 

（施設運営の他の重要事項） 

第 13 条 災害その他やむを得ない事情がある場合を除き、入所定員及び居室の定員を超え

て入所させない。 

2 利用に当たっては、懇切丁寧を旨とし、入所者又はその家族等に対して療養上  

必要な事項について、理解しやすいよう指導または説明を行う。 

3 診療に当たっては、療養上妥当適切に行う。看護、医学的管理の下における介護に

ついては、適切な技術により行い、一週間に２回以上入浴または清拭を行う。 

 

（非常災害対策） 

第 14 条 消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対    

処する計画に基づき、また消防法第８条に規定する防火管理者を設置して非常災    

害対策を行う。 

（１）防火管理には防火管理者をもって当てる。 

（２）始業時・就業時には火災危険防止のため、自主的に点検を行う。 

（３）非常災害用の設備点検は契約保守業者に委託する。点検の際は防火管理者が立ち

会う。 

（４）非常災害設備は常に有効に保持するよう努める。 

（５）火災発生や地震等の災害が発生した場合は、被害を最小限にとどめるため、自衛

消防隊を編成し任務を遂行する。 

（６）防火管理者は、職員に対し防火教育、消防訓練を実施する。 

    ① 防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難）   年１回以上 

    ② 利用者を含めた総合訓練            年１回以上 

    ③ 非常災害用設備の使用方法の徹底        随時 

（７）その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制をとる。 

（８）津波注意報及び避難指示等が発令された場合の送迎については状況に応じた対応

を行う。 

    ① 津波注意報が発令された場合、対象地域の送迎は施設を利用されるか否か等

を確認の上行う。 

    ② 津波警報及び高齢者等避難・避難指示が発令された場合、対象地域の送迎は
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行わず、利用される場合はご家族様に送迎をお願いする。 

    ③ 送迎中に津波警報及び高齢者等避難・避難指示が発令された場合、その時点

で送迎を中止し、施設へ帰所する。 

    ④名取市の発表のみで判断するのではなく、近隣市町村(仙台市、岩沼市等)の発

表も含めて施設側として判断する。 

    ⑤全て解除になった場合のみ、通常の施設送迎とする。 

 

(業務継続計画) 

第 15条 感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護老人保健のサービス 

    の提供を継続的に実施する為、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る為の計

画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

   2 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

   3  定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い

ます。 

 

（職員の質の確保） 

第 16条 当施設職員の資質向上のために、その研修の機会を確保する。 

２ 当施設は、全ての職員（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介

護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これ

に類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために

必要な措置を講じるものとする。 

 

（要望又は苦情等の申し出） 

第 17 条 利用者及び保証人等は、当施設の提供する介護保険施設サービスに対しての要望

又は苦情等について、担当支援相談員に申し出ることが出来ます。 

  （苦情処理窓口） 

・支援相談員  平
たいら

  仁
ひとし

 ・ 鈴木 みな子 ・ 佐藤  仁
じん

  

       電話  022-383-1020  

Fax  022-383-1023  

   ・宮城県国民健康保険連合会 介護保険苦情相談窓口  電話  022-222-7700 

      ・名取市介護長寿課                 電話   022-383-2111 

＊ 名取市以外にお住いの方は、最寄りの市役所介護保険課へ連絡。 

 

（賠償責任） 

第 18 条 介護保険施設サービスの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、利用

者が損害を被った場合、当施設は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。 

  2 利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び保証

人等は、連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

 

（利用契約に定めのない事項） 

第 19 条 この規程に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法冷に定めるところ
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により、利用者又は保証人等と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

（守秘義務及び個人情報の保護） 

第 20 条 施設職員に対して、施設職員である期間および施設職員でなくなった後において

も、正当な理由が無く、その業務上知り得た利用者又はその家族の個人情報を漏ら

すことがないよう指導教育を適時行うほか、施設職員等が本規定に反した場合は、

違約金を求めるものとする。 

 

（その他運営に関する留意事項） 

第 21 条 職員の質的向上を図るための研修の機会を設け、業務体制を整備する。 

     ① 採用時研修  採用後１ヶ月以内 

     ② 継続研修   年５回 

     ③ 外部研修    

    2 職員は業務上知り得た入所者又はその家族等の秘密を保持させる。 

    3 職員であった者に、業務上知り得た入所者又はその家族等の秘密を保持させる

ため、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持させるべく旨を職員

との雇用契約の内容とする。 

    4 この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は老人保健施設ライフケ 

アセンター名取が定めるものとする。 

 

附則 この規程は、平成１２年 ４月１日から施行する。 

平成１３年 １月 １日一部改定。 

平成１３年 ３月 １日一部改定。 

平成１３年 ４月 １日一部改定。 

平成１４年 ８月 １日一部改定。 

平成１７年１０月 １日一部改定。 

平成１８年 ４月 １日一部改定。 

平成１９年 ４月 １日一部改定。 

平成２５年１２月 １日一部改定。 

平成２９年 ８月 １日一部改定。 

平成３０年 ４月 １日一部改定。 

令和 ４年 ６月 １日一部改定。 

令和 ６年 ４月１日一部改定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


